

































































































































satory spousal support （補償的配偶者扶養）
や
restitutional 

























































































































































ev. 2010 ） ）
。分
割で支払われる離婚後扶養には、支払いの期間が受給者 再婚又は夫婦の一方の死亡ま 継続するパーマネント・アリモニーと、裁判所又は合意に 決められた期間の経過により支払いが終了するリハビリテイティブ・アリモニ とがある。











































































































































解消法の原理』では、補償と う だけで く、従来 各州の制定 や判例にはない の付与・内容を決定する基準も示されている。 『婚姻解消法の原理』が公表 た
二〇〇二年から一〇年以上が経過しており、 『婚姻解消法の原理』が各州の制定法及び裁判例にどのような影響を与えたのであろうか。⑴『婚姻解消法の原理』の影響力　『婚姻解消法の原理』は、過去五〇年間における家族の在り方の変化に対応すべきものとして、一一年の年月をかけて作成されたものである。
『婚姻解消法の原理』では、離婚後
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ransitional Spousal Support ）
は、





























り、離婚後扶養 在り方は大きく変容し 。リハビリテイティブ・アリモニーと呼ばれる離婚後 が登場し 現在では、多くの州の裁判所がパーマネント・アリモニーではない、期限付きの を付与するようになっ 離婚後扶養の根拠は、離婚原因法から有責主義が採られ くなってから、不明確なものとなり、その根拠を求め べ 補償














d. 2010 ）. なお、そのガイドライ
ンは、 『婚姻解消法の原理』が提唱する補償の原理 従ったもので ない
）、離婚後扶養の付与等の明確な基準が必要と
されているといえるであろう。また、離婚後扶養を支給する者又は受給す 者でなくとも、根拠が不 まま 婚姻が解消した男女の間に扶養を継続させることに抵抗を感じる者も少なくないはずである。　
補償に関する裁判例、制定法は少ないが、一九八〇年代に
比べれば、少しずつではあるが 補償という概念が浸透 つつあるともいえる。日本法においても、離婚後扶養に代わり補償という概念が注目されて る。今後 アメリカの離婚後
扶養の状況を注目し、日本法における補償の在り方を検討するために、離婚給付と ての補償の妥当性について研究 続けたい。
（あだち・ふみえ
　
宮崎大学教育文化学部准教授）
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